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第１章 総論 

1.1 モニタリング実施計画の位置付けと目的 

浜松市(以下「市」という。)は、浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事

業（以下「本事業」という。）の実施期間中、「民間資金等の活用による公共施設等の整

備等の促進に関する法律」（平成 11 年法律第 117 号。以下「ＰＦＩ法」という。）に基

づき選定された運営権者が、浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業公共

施設等運営権実施契約（以下「実施契約」という。）に定められた業務を確実に遂行し、

かつ、浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業要求水準書（以下「要求水

準書」という。）に定められた基準を安定的に充足すること（以下「実施契約等の履行」

という。）を確認するため、浜松市（以下「市」という。）が行うモニタリングについて、

考え方及び内容を浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業モニタリング基

本計画（平成 29 年 10 月 30 日改訂版、以下「基本計画」という。）に示した。 

本モニタリング実施計画書は、基本計画に基づき、以下の事項等に係る詳細を加える

ものである。 

① モニタリングを行う体制 

② モニタリングの方法 

③ モニタリングを行う時期 

④ モニタリングの内容 

⑤ モニタリングの様式 

モニタリング基本計画、運営権者が作成するセルフモニタリング実施計画書及びモニ

タリング実施計画の関係を整理して、図 1-1 に示す。 

 

図 1-1 モニタリング計画の概要 
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1.2 用語の定義 

本モニタリング実施計画書において使用する用語の定義は、次のとおりとする。 

用 語 定  義 

基本計画 
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業モニタリ

ング基本計画のこと。 

実施計画 
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業モニタリ

ング実施計画のこと。 

セルフモニタリング

実施計画 

基本計画に基づき運営権者が策定したセルフモニタリングに

関する計画のこと。セルフモニタリング確認様式及び書類により

構成される。 

セルフモニタリング

確認様式 

セルフモニタリングの対象、チェック項目、書類、頻度、確認

者及び合否判定基準が、具体化された様式で、セルフモニタリン

グの結果を記録する様式のこと。事業年度単位で更新される。 

書類 
運営権者が自ら作成する各業務における文書と記録の総称。セ

ルフモニタリング確認様式の書類欄に記載のもの。 

チェックリスト 
運営権者が、業務（Do）が所定の品質を確保していることを確

認するため、部門レベルで用いる業務チェックリストのこと。 

確認 
契約図書に示されて事項について、臨場もしくは関係資料によ

り、その内容について契約図書との適合を確かめること。 

承諾 
契約図書で明示した事項について、市又は運営権者が書面によ

り同意すること。 

セルフモニタリング 

本事業の運営状況が要求水準書の基準を遵守しているかにつ

いて運営権者が行う監視のこと。自らが作成したセルフモニタリ

ング実施計画に基づき行う。 

市モニタリング 
運営権者のセルフモニタリングの結果を踏まえ、運営権者から

提出された書面や会議体での報告を基に行う市のモニタリング。 

第三者モニタリング 

客観的かつ専門的な知見を加えたダブルチェックを行うこと

を目的とした第三者機関によるモニタリング。第三者モニタリン

グは市によるモニタリングと同じ視点で行う。 

経営業務 経営に係る業務のこと。 

改築業務 改築に係る企画、調整、実施に関する業務のこと。 

維持管理業務 維持管理に係る企画、調整、実施に関する業務のこと。 

任意事業 

本事業用地及び運営権設定対象施設において本契約及び法令

等を遵守し、運営権設定対象施設の機能を阻害せず、公序良俗に

反しない範囲において運営権者が実施する事業のこと。 

第三者機関 
市によるモニタリングに加えて、客観的かつ専門的な知見を加

えたダブルチェックを行う機関のこと。 

契約内容未達 
運営権者が、実施契約及び要求水準書で規定する内容を充足し

ていないと判断される事象のこと。 

 

 



 

3 

1.3 モニタリングを行う体制 

モニタリングは、①運営権者によるセルフモニタリング、②市によるモニタリング、（以

下「市モニタリング」という。）並びに③市及び運営権者とは別の専門的知見を持つ第三

者機関によるモニタリング（以下「第三者モニタリング」という。）で構成される。モニ

タリングを行う体制を図 1-2 に示す。 

市によるモニタリングの結果について、運営権者と市との間で紛争が発生した場合、

実施契約に基づき設置された浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業協議

会（以下「西遠協議会」という。）において、当該紛争の解決方法の調整を行う。 

(1) 運営権者によるセルフモニタリングの体制 

運営権者側におけるセルフモニタリングの実施体制は、セルフモニタリング実施計

画書（別紙１）に記載されている。 

(2) 市モニタリングの体制 

市は、モニタリング事務局を下水道施設課に置く。モニタリング事務局は、市モニ

タリングの取りまとめや第三者モニタリングの窓口を担う。 

市モニタリングは、モニタリングの対象業務毎に、専門性を活かして、各担当課が

行うものとする。上下水道総務課は経営業務及び任意事業を、下水道工事課は改築業

務を、下水道施設課は維持管理業務を担当する。 

(3) 第三者モニタリングの体制 

市は、第三者モニタリングを行う第三者機関を選定する。選定を受けた第三者機関

は、市と協定を締結し、経営業務、改築業務及び維持管理業務のモニタリングを実施

する。 

図 1-2 モニタリングを行う体制 
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1.4 モニタリング実施計画書の変更 

モニタリング実施計画書は、以下の事由により変更する場合がある。また、市は、定期

的に本実施計画を見直すものとする。 

① 実施契約書が変更された場合 

② 要求水準書が変更された場合 

③ 運営権者がセルフモニタリング実施計画書を変更した場合 

④ その他、市が必要と認めた場合 
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第２章 モニタリングの方法 

2.1 モニタリングの概要 

運営権者はセルフモニタリング実施計画書に基づき、セルフモニタリングを行う。市

モニタリング及び第三者モニタリングは、以下の方法で実施する。 

① 書類による確認 

② 会議体による確認 

③ 現地における確認 

モニタリングの概要を図 2-1 に示す。 

図 2-1 モニタリングの概要 

 

(1) 書類による確認 

運営権者はセルフモニタリングの結果をセルフモニタリング結果報告書として市に

提出する。市は、セルフモニタリング結果を踏まえ、運営権者から提出された書類を

確認又は承諾することで、対象業務が実施契約及び要求水準書に規定する内容を充足

しているかモニタリングする。提出されたセルフモニタリング結果報告書のみでは判

断できない場合、市は評価の根拠となる資料の提出を別途求める場合がある。 
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第三者機関は、市よりセルフモニタリング結果報告書を受け取り、運営権者から提

出された書類を確認することで、対象業務が実施契約及び要求水準書に規定する内容

を充足しているかモニタリングする。 

書類による確認のフローを図 2-2 に示す。 

図 2-2 書類による確認のフロー 
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(2) 会議体による確認 

市は、以下の会議体においてモニタリング結果を報告するとともに、業務の進捗状

況及び要求水準の充足状況、財務状況、課題等を確認し、対応方針について運営権者

と協議を行う。なお、市又は運営権者が必要と認める場合は、市と運営権者は、当該

会議体によらず、随時、別途会議体を設けるものとする。 

第三者機関は、会議体に出席し、モニタリング結果を報告するとともに助言を行う。 

① 年度事業報告会 

② 四半期業務報告会 

③ 月例報告会 

なお、会議体の開催期日は、事業年度単位で、市と運営権者の協議により定めるも

のとする。 

(3) 現地における確認 

書類及び会議体における確認の結果、市が必要と判断した場合、または運営権者が

現地確認を要請した場合、市及び第三者機関は現地における確認を行う場合がある。

運営権者は市の現地における確認に必要な協力を行う。 

 

2.2 運営権者によるセルフモニタリングの時期・内容・様式 

運営権者はセルフモニタリング実施計画書に基づき、セルフモニタリングを行う。セ

ルフモニタリングの対象、チェック項目、書類、頻度、確認者及び合否判定基準は、セ

ルフモニタリング確認様式において具体化する。運営権者は、セルフモニタリング確認

様式を事業年度単位で更新し、当該事業年度開始日の 30 日前までに市による確認を得る。 

セルフモニタリング確認様式のフォーマットを別紙２に示す。 

2.3 市及び第三者機関によるモニタリングの時期・内容・様式 

市は、運営権者から提出されるセルフモニタリング確認様式で具体化された内容に対

して、市モニタリング及び第三者モニタリングの時期及び内容並びに事業年度単位の予

定を定める。 

市モニタリング及び第三者モニタリングの時期及び内容を定める様式（以下「市・第

三者モニタリング確認様式」という。）のフォーマットを別紙３に示す。 

また、市モニタリング及び第三者モニタリングの予定表のフォーマットを別紙４に示す。 

2.4 モニタリング結果の記録 

運営権者は、セルフモニタリング結果について、セルフモニタリング実施計画書に基

づき記録する。 

市及び第三者機関は、モニタリング結果について、市・第三者モニタリング確認様式

に記録するほか、モニタリング結果月次報告書及びモニタリング結果年次報告書を作成

する。 
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2.5 モニタリング結果等の公表 

市は、本事業の実施に係る透明性を確保するため、モニタリング結果等を市民に対し

て積極的に公表する。 

(1) 実施計画の公表 

市は、本モニタリング実施計画書を、市ホームページにおいて公表する。 

(2) モニタリング結果の月次公表 

市は、維持管理業務に係るモニタリング結果のうち、市が必要と認めた事項を、月

次で市ホームページにおいて公表する。 

(3) モニタリング結果の年次公表 

市は、市及び第三者機関が作成したモニタリング結果年次報告書を、市ホームペー

ジにおいて公表する。 

(4) 契約内容未達時の措置の公表 

市は、契約内容未達時の措置のうち、是正勧告、警告及び命令について、市が必要

と判断した場合には、その内容を公表する。また、市は、要求水準違反違約金の請求

について、その内容を公表する。 
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第３章 契約内容未達時の措置 

3.1 契約内容未達時における措置のフロー 

契約内容未達時における措置は、基本計画に基づき実施する。契約内容未達時の措置

の手続きを、図 3－1のフロー図にて補足する。 

 

図 3-1 契約内容未達時における措置のフロー 
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第４章 事業終了時のモニタリング 

運営権者は、要求水準書に定めるとおり、施設機能確認報告書及び引継書を作成し、

市に提出する。市は報告書の内容について確認を行う。なお、事業終了時における具体

的なモニタリングの手法については、運営権者との協議により定めるものとする。 
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別紙１ セルフモニタリング実施計画書 
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別紙２ セルフモニタリング確認様式（フォーマット） 
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別紙３ 市・第三者モニタリング確認様式（フォーマット）
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別紙４ 市・第三者モニタリング予定表（フォーマット） 
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ホーム > 手続き・くらし > 浜松市の上下水道 > 経営関連情報等【浜松市の上下水道】 > 官民連携関連情報 > 浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運

営事業 > よくある質問 

更新日：2019年6月10日

よくある質問

浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業に関するQ&A

運営委託方式（コンセッション方式）で実施する浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業（以下「西遠コンセッション」と表記し

ます。）について、市民の皆さまから寄せられたご質問と回答を、Q&A形式でまとめました。浜松市では、引き続き、市民の皆さまのご理解が

深まるよう努めてまいります。

上下水道事業全般の運営委託方式（コンセッション方式）に関するQ&Aは「浜松市上下水道事業における官民連携の取り組み」（別ウィンドウ

が開きます）をご覧ください。

運営委託方式（コンセッション方式）ってなんじゃ？

Q　運営委託方式（コンセッション方式）ってなんじゃ？

A　プールや体育館、水道、有料道路のように利用料金を払う公共施設の運営を、民間事業者にお任せする方法だよ。（民間資金等活用事業推

進室ホームページ参照）

Q　どんなメリットがあるのじゃ？

A　長期間、施設の運営を一体的に実施できるので、より効率的な運営が期待できるんだよ。

Q　浜松市ではどの施設に導入したのじゃ？

A　下水道の一部（西遠処理区）に導入したんだよ。

日本下水道協会マスコットキャラクター スイスイ

どうして運営委託方式（コンセッション方式）を導入することになったのじゃ？
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Q　どうして運営委託方式（コンセッション方式）を導入することになったのじゃ？

A　静岡県で管理していた下水道の施設が、平成28年4月に浜松市に移管されたんだよ。

Q　ほう、それはたいへんじゃの～。

A　安定的で効率的な運営の仕方を検討したところ、運営委託方式（コンセッション方式）が一番良いということがわかったんだよ。

Q　それで、いまはどんな状況なのじゃ？

A　平成30年4月から事業が始まったんだよ。

そのほかのQ&A（別ページで表示されます。）

Q1　運営委託方式とは何ですか？

Q2　民営化とは何が違いますか？

Q3　民間事業者は下水道の何を運営するのですか？

Q4　どうして運営委託方式を導入するのですか？

Q5　水質は大丈夫ですか？

Q6　民間事業者が勝手に料金を上げることはないのでしょうか？

Q7　下水道の料金が上がったと聞きました。

Q8　料金支払いの手間は増えませんか？

Q9　西遠処理区と他の処理区の住民で下水道の料金は変わるのでしょうか？

Q10　民間だと利益を優先して管理がおろそかになりませんか？

Q11　「外国企業に売却」と聞いたけど大丈夫ですか？地元の仕事が減りませんか？

Q12　民間事業者が事業を放棄しませんか？

Q13　運営権を売り渡したりしませんか？

Q14　運営権者が倒産したら事業はどうなりますか？

Q15　運営権者への出資者が倒産したら事業はどうなりますか？

Q16　外国では失敗して、再公営化しているって聞いたけど大丈夫ですか？

Q17　災害が起こった場合の対応は大丈夫でしょうか？

Q18　西遠コンセッションにおける実施契約第50条は反対運動を抑える目的の規定ですか？

関連リンク

浜松ウォーターシンフォニー株式会社（別ウィンドウが開きます）
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運営委託方式（コンセッション方式） 完全民営化

1.資産保有 資産は公共が保有 民間へ資産を譲渡し、民間が保有

2.公益性の確保

公共が必要だと判断する事項、例えば災害

時対応や料金に関する事項を契約に定めて

公益性を確保

法令等による規制の他は、民間の判断に委

ねられる

3.競争性の確保 一定期間毎に競争で事業者を選定 特定の事業者が半永久的に行う

ホーム > 手続き・くらし > 浜松市の上下水道 > 経営関連情報等【浜松市の上下水道】 > 官民連携関連情報 > 浜松市公共下水道終末処

理場（西遠処理区）運営事業 > よくある質問 > そのほかのQ&A 

更新日：2022年2月14日

そ の ほ か の Q & A

浜 松 市 公 共 下 水 道 終 末 処 理 場 （ 西 遠 処 理 区 ） 運 営 事 業 に 関 す る Q & A

運営委託方式（コンセッション方式）で実施する浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業（以下「西遠コン

セッション」と表記します。）関するQ&Aです。

上下水道事業全般の運営委託方式（コンセッション方式）に関するQ&Aは「浜松市上下水道事業における官民連携の取り組

み」をご覧ください。

 Q1 　運営委 託方式 （コン セッショ ン方式 ）とは 何ですか ？

A　利用料金の徴収を行う公共施設等について、公共側が対象施設の所有権を有したまま、対象施設の運営権を民間事業者

に設定し、長期間運営を委ねる事業の方式です。（民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI

法）第2条第6項に規定されている「公共施設等運営事業」です。）

 Q2 　民営化 とは何 が違い ますか？

A　運営委託方式（コンセッション方式）は完全民営化と異なります。完全民営化は、特定の民間事業者に事業主体や資産

を完全に移転するもの（例：電電公社からNTT、国鉄からJRの民営化）です。完全民営化では、公益性について、実質的に

民間事業者の良心に委ねられるのに対し、運営委託方式（コンセッション方式）では、競争で選ばれた民間事業者との契約

によって災害発生時の対応や料金等に関する公益性を確保することができます。なお、完全民営化は、特定の事業者が半永

久的に事業を行うのに対して、運営委託方式（コンセッション方式）は、期間を定めて契約に基づき実施されます。

 Q3 　民間事 業者は 下水道 の何を運 営する のです か？

A　西遠コンセッションを行う民間事業者（運営権者）は、20年間、西遠処理区の使用者から収受する利用料金等を財源

に、対象施設の運営を行います。対象施設は、終末処理場（西遠浄化センター）と2つの中継ポンプ場です。一方、市は、

運営権者の適切な事業実施へのモニタリングや西遠処理区の管路施設及び他の10の処理区に係る業務を行います。

 Q4 　どうし て運営 委託方 式（コン セッシ ョン方 式）を導 入する のです か？

A　平成27年度まで流域下水道として静岡県が対象施設を管理していましたが、平成28年4月1日に市に事業移管されまし

た。市では、行財政改革を進めるため、移管を機に運営の一層の効率化を推進する必要があり、平成25年度より適切な運営
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方法について検討（調査結果：国土交通省ホームページ）を行いました。その結果、運営委託方式（コンセッション方式）

がコスト縮減や職員増員の抑制の面で効果が高いということが分かり、導入することになりました。

 Q5 　水質は 大丈夫 ですか ？

A　本事業を行う上で要求する業務の水準（要求水準）は要求水準書に規定されており、放流水質基準も含まれています。

このことから、運営権者は公共用水域の水質を保全するために、法令及び要求水準を満足し、汚水と汚泥を適正に処理する

ことが義務付けられています。また、運営権者が適切かつ確実に事業を履行するよう、運営権者自らが行うセルフモニタリ

ングのほか、市によるモニタリング、第三者によるモニタリングを行います。これらの各モニタリング結果は、公表してま

いります。

 Q6 　民間事 業者が 勝手に 料金を上 げるこ とはな いのでし ょうか ？

A　運営権者の独断で運営権者が受け取る料金（利用料金）を変更することはできない契約となっています（実施契約書第

45条・第46条）。また、使用者が支払う下水道の料金（下水道使用料）の算定方法は、浜松市下水道条例によって定めら

れていることから、議会の議決を得ることなく変更できません。

 Q7 　下水道 の料金 が上が ったと聞 きまし た。

A　平成29年10月に下水道使用料の改定を行いました（「平成29年10月1日から下水道使用料を改定いたします」参

照）。これは、施設老朽化に伴う計画的な更新や耐震化事業の推進、過去の下水道整備に伴う企業債償還金増加への対応の

ために必要と判断し、実施したものです。西遠コンセッションの導入により値上げされるものではなく、むしろ運営委託方

式（コンセッション方式）導入により、値上げ幅を抑制することができました。市では、本事業をはじめとする官民連携手

法の導入など市下水道事業全体の効率化を進め、将来的な市民負担の増嵩を抑制できるよう努めてまいります。

 Q8 　料金支 払いの 手間は 増えませ んか？

A　使用者が行う料金支払いの手続きは、これまでと変わりません。これまでどおり、水道料金と併せて請求させていただ

きます。お支払いの方法も変わりません。

 Q9 　西遠処 理区と 他の処 理区の住 民で下 水道の 料金は変 わるの でしょ うか？

A　処理区によって料金が変わることはありません。使用者が支払う金額は、浜松市下水道条例（浜松市下水道条例の一部

を改正する条例（平成28年2月26日条例第13号））の規定により汚水排出量に基づき算出されます。汚水排出量が同じで

あれば、西遠処理区と他の処理区で同額となります。

 Q1 0　民間 だと利 益を優 先して管 理がお ろそか になりま せんか ？

A　市では、これまでも民間事業者に施設の運転の一部を委託したり、工事を発注したりしています。利潤追求が民間の行

動原理であることは事実ですが、民間の優れた技術や知見は、上下水道事業の経営を効率的に進める上で欠かせません。西

遠コンセッションでは、これまでよりも民間に任せる範囲を広げ、施設の運営全般を委ねることにしました（募集要項4

ページ「事業の背景・目的」参照）。事業実施にあたり運営権者は要求水準を遵守しなければなりません。市は、モニタリ

ングによって運営権者が要求水準未達とならぬように履行監視し、適時適切な指導を行います。万が一、運営権者による要

求水準未達が続き、是正されない場合、市は運営権者と締結した実施契約を解除することができます（実施契約書第72条第

1項第9号、モニタリング基本計画13ページ）。

 Q1 1　「外 国企業 に売却 」と聞い たけど 大丈夫 ですか？ 地元の 仕事が 減りませ んか？

A　本事業では、市が資産を保有したまま、一定期間施設を運営する権利（運営権）を民間事業者に設定し、その対価（運

営権対価）を市が受取ります。「Q2民営化とは何が違いますか？」でも回答しましたが、事業主体や資産を完全に移転する
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訳ではありません。また、公募により決定した本事業の優先交渉権者（選定事業者）の構成員はすべて日本の法人です。一

部は、外国資本からの出資を受けていますが、日本国内で多数の下水処理場の運転管理業務等を受託している企業です。地

元企業である須山建設株式会社も構成員となっています。なお、公募にあたっては、資本構成に関わらず、参加資格要件と

実績要件を満たしていることを確認しています。

 Q1 2　民間 事業者 が事業 を放棄し ません か？

A　市と運営権者が締結する実施契約では、運営権者の任意による契約解除はできません。また、正当な理由なく本事業を

放棄した場合は、市は実施契約を解除することができます（実施契約書第72条）。その場合、運営権者は実施契約の規定に

より違約金等を支払わなければなりません（実施契約書第81条）。

 Q1 3　運営 権を売 り渡し たりしま せんか ？

A　運営権者は、運営権の譲渡及び担保提供等（処分）が可能ですが、簡単にはできません。運営権の処分は、PFI法（PFI

法第26条）により市の許可が必要となっています。市は、運営権者が運営権を処分しようとする場合、譲受人が実施契約上

の地位を継承すること等の条件を付すことができ、適切に事業が継続されるか厳しく審査します（実施契約書第64条）。市

が運営権の移転について妥当であると判断した場合のみ、議会の議決を経て、正式に許可を行います。

 Q1 4　運営 権者が 倒産し たら事業 はどう なりま すか？

A　事業者選定に際しては、倒産が生じないよう、事業の実施体制や収支計画等について十分な審査が行われています。ま

た、市は、モニタリングを適切に実施し、運営権者が適切かつ確実に事業を履行するよう、事業期間を通じて監視します。

万が一、事業の継続が困難となり運営権者が破たんした場合でも、市民の皆さまの生活に影響が及ばないような事業継続体

制を構築してまいります。

 Q1 5　運営 権者へ の出資 者が倒産 したら 事業は どうなり ますか ？

A　本事業では、選定事業者が出資者となり特別目的会社（SPC）を市内に設立します。市は当該SPCに運営権を設定し、

実施契約を締結します。このような仕組みにすることで出資者と運営権者が別の法人となり倒産隔離性が確保されます。仮

に出資者が倒産した場合でも事業が継続され、市民の皆さまの生活に影響が及ばないよう措置を講じてまいります。

 Q1 6　外国 では失 敗して 、再公営 化して いるっ て聞いた けど大 丈夫で すか？

A　海外では、民間事業者による上下水道事業への参入によって、「料金が上がった」「漏水が増えた」といった声があ

り、再公営化された事例もあります。こうした海外の事例については、我が国の制度や施設整備状況等が異なるため、単純

に当てはめることはできませんが、モニタリングにおける参考事例としていきたいと考えています。

 Q1 7　災害 が起こ った場 合の対応 は大丈 夫でし ょうか？

A　災害、事故等の発生時については、実施契約や要求水準により運営権者の事前事後の対応を規定しており、運営権者は

被害を最小限に抑制する義務があることから、業務継続計画（BCP）を策定し、市と連携して対応します。また、市は下水

道関係業界団体や日本下水道事業団と災害協定を結び有事のサポート体制を整えています。

Q1 8　西 遠コンセ ッショ ンにお ける契約 書第5 0条は 、反対運 動を抑 える目 的の規定 ですか ？

A　実施契約書第50条は、反対運動を抑える規定ではなく、「運営権設定対象施設の存在自体に対する近隣住民の反対運動

や訴訟等」により、事業の中断や延期、運営権設定対象施設の物理的破損などが発生し、民間事業者（運営権者）に増加費

用又は損害が発生した場合に市が補償する規定です。運営委託方式（コンセッション方式）は、既存施設の運営をゆだねる

仕組みであり、民間事業者（運営権者）にとっては、施設の存在自体に対する反対運動や訴訟についての責任がないため、

このような規定を設けています。
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浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業ＰＦＩ専門委員会設置要綱 

 

（趣旨） 

第 1 条 この要綱は、浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業（以

下）「本事業」という。）におけるＰＦＩ専門委員会（以下「専門委員会」とい

う。）の設置について、必要な事項を定める。 

  なお、本事業は、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関す

る法律」（平成 11 年法律第 117 号）に基づき実施することとする。 

 （所掌事務） 

第２条 専門委員会は、本事業に関する次の事項を所掌する。 

（１）実施方針の検討 

（２）特定事業の選定の検討 

（３）民間事業者の募集要項の検討 

（４）民間事業者の選定基準・選定方法の検討 

（５）技術提案等の審査及び評価 

（６）民間事業者の選定 

（７）その他本事業の実施に必要な事項 

 （組織） 

第３条 専門委員会は、委員７人以内で組織する。 

２ 専門委員会は、次に掲げる者から市長が委嘱し、又は任命する。 

（１）学識経験を有する者４人 

（２）浜松市水道事業及び下水道事業管理者 

（３）浜松市財務部長 

（４）浜松市環境部長 

３ 委員の任期は、委嘱の日から平成２９年３月３１日までとする。 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 専門委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、前条第２項に定める者の中から、委員の互選により定め、副委員

長は、委員長が指名する。 

３ 委員長は、専門委員会を代表し、専門委員会の会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、副委員長がその

職務を代理する。 



（会議） 

第５条 会議は、委員長が召集し、会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 専門委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、説

明又は意見を聴くことができる。 

 （会議の公開等） 

第６条 会議は、浜松市情報公開条例（平成 13 年浜松市条例第 32 号）第 7 条に

規定する非公開情報を扱うため、その全部を非公開とする。 

（委員の責務） 

第７条 委員は、公平性及び客観性に留意して審査を行わなければならない。 

２ 委員は、直接間接を問わず、本事業に利害関係を有してはならない。 

３ 委員は、審査等を通じて知り得た情報を漏らしてはならない。その職を退い

た後も、同様とする。ただし、浜松市が公表した情報については、この限りで

ない。 

 （庶務） 

第８条 専門委員会の庶務は、浜松市上下水道部上下水道総務課において処理す

る。 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は専門委員会に諮り別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年７月１日から施行する。 
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